平成２１年度　第１回倉敷市地域包括支援センター運営協議会会議録
１　日　時　　平成２１年６月４日（木）１３：３０－１５：００
２　場　所　　倉敷市保健医療センター　１階大会議室
３　出席者　　１３名
　　　　　　　委　員　秋山　格一　（倉敷市老人クラブ連合会）

　　　　　　　委　員　大森　誠人　（岡山県介護支援専門員協会倉敷支部）

　　　　　　　委　員　貝田　百合子（岡山県老人福祉施設協議会）

　　　　　　　委　員　川上　富雄　（日本社会福祉士会岡山県支部）

委　員　清野　幸代　（岡山弁護士会）

　　　　　　　委　員　國友　澄江　（倉敷ねたきり・認知症家族の会）

　　　　　　　委　員　甲加　和歌子（岡山県薬剤師会倉敷支部）

　　　　　　　委　員　近藤　康弘　（倉敷歯科医師会）

　　　　　　　委　員　佐藤　千津子（倉敷市愛育委員会連合会）

　　　　　　　委　員　田辺　昭夫　（倉敷市議会保健福祉委員会）
　　　　　　　委　員　守安　文明　（倉敷市連合医師会）

　　　　　　　委　員　下野　政夫　（岡山県備中県民局健康福祉部）

　　　　　　　委　員　山内　宣夫　（倉敷市社会福祉協議会）

４　欠席者　　３名
　　　　　　　委　員　平松　永通子（岡山県看護協会倉敷支部）

委　員　松尾　忠昭　（倉敷市民生委員児童委員協議会）

　　　　　　　委　員　與田　光子　（倉敷市栄養改善協議会）

　　　　　　　
５　事務局　　１０名

　　　　　　　渡辺　進一（倉敷市保健福祉局保険部長）

　　　　　　　森脇　正行（倉敷市保健福祉局保険部副参事兼介護保険課長）

　　　　　　　三宅　明彦（倉敷市保健福祉局保険部介護保険課課長主幹）
　　　　　　　川越　幸治（倉敷市保健福祉局福祉部高齢福祉課主任）

太田　康代（倉敷市保健福祉局保険部介護保険課課長主幹

兼倉敷市地域包括総合支援センター所長）

　　　　　　　塩見　一好（倉敷市地域包括総合支援センター主任）

　　　　　　　高原　寛子（倉敷市地域包括総合支援センター主事）

岡部　雅恵（倉敷市地域包括総合支援センター主任ケアマネジャー）

　　　　　　　戸田　雅子（倉敷市保健福祉局保険部介護保険課主事）
　　　　　　　橋村　和樹（倉敷市保健福祉局保険部介護保険課主事）
６　開　会　（渡辺保険部長　挨拶）
７　自己紹介
８　事務局紹介

９　議　事
　　　資料確認の後、川上会長が議長として議事進行。
（議　長）事務局からの説明をお願いしたい。

（事務局）平成２０年度高齢者支援センター事業の実施状況について、センター別に、管轄している６５歳以上高齢者の人口、介護予防ケアマネジメント、総合相談支援、権利擁護、包括的・継続的ケアマネジメントの４事業に分けて、件数を集計した。
介護予防ケアマネジメントは、生活機能評価を受診後、特定高齢者とされた人に介護予防ケアプランを作成しますが、特定高齢者７８７件に対して、３６２件のケアプランを作成している。またケアプラン作成までに至らなかった特定高齢者に対しても、継続的な訪問をするなど、支援を行っている。
総合相談支援は、前年度は、センターによってカウント方法に差異が認められたため、平成２０年度はカウント方法を統一した。件数は、７２、９１４件で、前年度より約５０％増えている。
高齢者虐待は、実数１５７件に対して、８３０回の対応を行っている。前年度は実数が７５件で、倍以上の増加となっている。これは、各センターが地域に出向いて、虐待等のＰＲ活動をした成果と思われる。
包括的・継続的ケアマネジメントは、地域の困難事例検討会や居宅介護支援事業所のケアマネジャーからの情報提供だが、件数は、１、８０６件と前年度より増えている。
相談手段別件数は、電話・メール・ＦＡＸ等での相談が２６、８１９件、来所が５、４７５件、センター職員が個別訪問をして把握している件数が４０、６２０件で、合計７２、９１４件となっている。

相談内容は、予防給付の相談件数が４４、８５７件と多く、介護保険の手続き等を含めたものが１１、７９９件、認知・精神等を含めた健康全般に関する相談も受けている。延べ件数では、８４、２７６件受けており、相談者は本人が半数以上を占めている。
権利擁護や高齢者虐待に対する相談の対応については、成年後見制度の利用、福祉施設の措置、消費者被害に対する関係機関への連携など、１、８９５件の対応をしている。
高齢者虐待は、一人が１つの虐待ということではなく、経済的虐待と暴力的虐待が絡んでいたり、精神的虐待と心理的虐待とが絡んでいたり、重複が非常に多くなっている。
被虐待者は女性が約７５％と、女性が虐待される場合が多く、虐待者は息子が約３割を占める。ケアマネジャーからの連絡で、虐待が発見されるケースが多く、他には医療機関、本人からの連絡がある。

包括的・継続的ケアマネジメント事業については、高齢者支援センターあるいは権利擁護のＰＲ活動を展開しており、１、３４８回実施している。
地域ケア会議は、倉敷・水島・児島・玉島の各４地区で行っており、小学校区を単位に小地域ケア会議も展開している。また困難事例があった場合には、関係者を集め、困難事例のミニ地域ケア会議も開催しており、年間で合計３４１回行っている。

圏域内の居宅介護支援事業所のケアマネジャーと定期的に交流会を行い、新しい介護保険の情報提供やケアマネジャーからの情報提供によりセンターが活動をしているのが年間で１１７回実施だった。
教室等の実施状況は、家族介護教室は１４２回　３、５５６人受講、介護予防・転倒骨折予防教室は、５０４回　８、９２３人受講、栄養教室等は８４回　１、２８０人が受講した。高齢者実態把握調査は、１０、３９８件の訪問を行った。
高齢者支援センター職員のスキル向上のための研修も４回実施した。

認知症サポーター養成講座は８６回実施した。
センター職員連絡会では、各地区で毎月１回、職種別定例会も毎月実施している。
ＰＲ活動は、愛育委員会、民生委員会、老人クラブ、地域サロン等で行っている。内容的には、講話と簡単な介護予防の体操を実施している。
要支援者に対するケアプラン作成は、全センターで合計４１、５４３件作成しており、センターが直接作成した件数は３３、８９７件で、居宅介護支援事業所が作成した件数は７、６４６件でした。

高齢者支援センター事業の収支状況ですが、平成２０年度は包括支援事業の委託料を見直したこと、介護予防支援業務の件数増加などにより、収入の増加があった。
しかし、専門３職種職員の介護予防支援業務への従事に制限を設けたことにより、介護予防支援業務を担当する職員を新たに配置するなど、人件費等の支出増加があった。

各センターの全体の収支では、１０センターにおいて黒字であったが、１５センターでは赤字となり、２５センター全体の収支では、約５５０万円の赤字となった。この内容は１９年度から収支の大幅な変化はみられていない。
これらのことは、専門３職種職員の介護予防支援業務の従事に制限を設けたことにより、介護支援業務のための人員配置などが進み、包括的支援事業に専門３職種がより専念できる体制が整いつつあると、事業実績からのみでなく、収支の面からも見ることができると考えている。
（議　長）高齢者支援センターは、総合相談、高齢者虐待、権利擁護、特定高齢者の支援などの包括的支援事業と、要支援者の支援という介護予防支援業務など、多岐にわたる事業を展開し、委託料部分と介護保険報酬とが運営財源となっている。
ほとんどの事業について、前年度に比べ実績が増えており、人員もそれほど変わらない中で非常に頑張っているという評価を私は持っているが、委員の皆様、何か質問・ご意見があればお願いします。
（委　員）
成年後見人制度を利用される一歩手前の方々に対して、金銭管理とか福祉サービス利用のお手伝いをする日常生活支援事業は、現在、６４人が利用しているが、この事業への要望がたくさんある。市の方でも、この事業への理解や支援があれば、もっと体制が整えられるのではないかと思っている。

（議　長）
この事業は、まだ判断能力が低い方との契約に基づいて、提供される福祉サービスの利用支援事業だが、成年後見利用までいかない手前の方々というのも全体的にはたくさんいると思うので、ぜひ市の方で単独でも上乗せの支援をお願いしたい。
（委　員）
　権利擁護の実績について、センターによってばらつきがあるが、どのように把握をしているのか。また、高齢者虐待の数字について、どういう形で数字が出ているのか。どこまで出しているのか。実際には各センターでは具体的にはどういった対応をしているのか、について説明をお願いしたい
（議　長）

センター別の権利擁護の実績データについて、バラツキがあるみたいだが、集計方法等について、事務局から補足説明をお願いします。
（事務局）
　ケアマネ交流会等で高齢者虐待等についてはＰＲを行っており、関係機関には、虐待の法律ができたという周知も不十分ということもあるため、センターでＰＲ等を行っているが、実際には少しばらつきが出ている。
センターは、把握した虐待等の情報を、倉敷市虐待ガイドラインに基づき、虐待相談録を作成し、その相談録は地域包括総合支援センターか高齢福祉課にあがります。
各センターで対応できる内容は対応しており、対応困難な場合は関係機関を集め、会議を行っている。また地区ごとに、弁護士、司法書士、社会福祉士等による虐待ネットワーク会議を月１回開催し、困難事例については検討している。
（議　長）

市は虐待のガイドラインを作成し、色々対応しているとは思うが、対応件数が低いセンターへは、個別指導が必要かもしれない。地域全体合計で見ると、全体的にも１．５倍から２倍の実績の伸びになっていて、職員数があまり変化ない中では、相当な努力をしていると思う。
次の議題に移りたい。平成２０年度のセンター評価についてですが、委託型でセンターを運営している自治体で、少しずつ年度単位で評価をしているところがある。倉敷市では昨年度、事務局がセンター暫定評価基準を作成し、昨年１１月の運営協議会において、暫定評価基準が承認された経緯がある。
今日は、この暫定評価基準に基づき、事務局がデータを集めて評価案を作成しているので、この運営協議会で評価案を審議していただき、平成２０年度のセンター評価を正式決定していきたい。なお、評価基準は、十分ではない部分もあるかと思うが、ご意見もいただければと思う。それでは、事務局から説明をお願いしたい。
（事務局）

　昨年度、運営協議会で承認いただいた暫定評価基準を各センターへ送付した。センターから各項目について、活動状況等を記入したものを提出してもらい、その内容を地域包括総合支援センターが確認を行った。
ＡＢＣという３ランクに分けることまでは、運営協議会の中では決定したが、ＡランクとＢランクをどう分けるかという細かいところまでは、まだ実際にどういう評価が出るかわからないということで保留になっている。
Ａについては、表の右端に提示の内容で選定をした。特によく活動しているという内容で選定し、非常に回数が多いということがないとＡが出ていないというようになっているところもある。Ｃについては、この基準に達していないという項目にＣをつけた。
高齢者支援センターのレベルの底上げを目的にこの暫定評価をした。各センターにこの結果を返して、センターのレベルを少しずつ上げていきたい。各センターへの評価結果の提供方法については、事務局で、各高齢者支援センター、自分のところだけのＡＢＣランクの状況とＣランクのセンターが項目ごとにどのくらいあるかというような概要を出して提示すれば、自分の位置がどこにあるかがわかるのではと思っている。
また、その提示の仕方等についてもご承認いただきたい。Ｃが多いセンターについては、7月から順次巡回訪問を行うので、その中で優先的に指導したいと思う。
また、今後の評価の結果を見ていただいて、評価の在り方やセンターへの提供の仕方等をご指導いただきたい。
（議　長）
この資料は事前送付していなかったので、今の説明を聞きながら、内容を確認いただいているところです。十分ご理解できないところもあると思うが、左側の基準を満たしていればＢ、満たしていなければＣ、基準の１５０％以上だとＡだとか、何回以上だったらＡというような３段階評価となっている。
高齢者支援センターの実態と照らしてみて、どういう印象を持たれるか、ご意見いただきたい。人数、回数、件数、参加者数などの数字的に現れる部分でしか拾えていなくて、実質的な評価までは、今のところ十分拾えていないので、こういった基準の在り方についてもご意見をいただきたい。
（委　員）
この評価基準の中で、運営・体制でＡ判定がないところは、ＢかＣかの判断で、Ａはないということだが、その場合、ＢかＣかという判断というのは、どういう基準なのか。数字に現れないところだと思うので、どこらへんをどう基準に評価されたのか。
（議　長）

例えば、活動計画・評価は、計画があるといえばＢ、計画がないと言えばＣということなのか。事務局から説明をお願いしたい。
（事務局）
運営・体制の項目は、センターからの自己報告と巡回訪問の際に現場へ行って、状況を把握し、その両方で判断している。報告物・提出物は、毎月の提出状況に基づき、評価している。
（議　長）
少し気になる項目がある。高齢者支援センター事業は、公平性、中立性が担保されなければならず、特定事業者の提供サービスに偏りがあるなど、中立性が担保できていないのではないか、と気になるセンターが数ヶ所あるようにみえる。
（事務局）

平成２０年４月から翌年１月までを対象期間とし、月を単位として、介護予防訪問介護、介護予防通所介護、介護予防通所リハビリテーション、介護予防福祉用具貸与に対し、給付管理実績から確認し、どの程度の割合で事業者が偏っているかを確認した。
その中で、調査対象期間中、サービスについて１回も５０％の偏りがなかったセンターをＡとした。

Ｂについては、５０％超過のサービス提供の偏りはあったが、介護予防福祉用具貸与のように実績が少なく、利用者のニーズが極端に少ないことによって５０％超過となった場合や、各センターから提出させた書面により５０％を超過した正当な理由を確認した上で、評価をした。
Ｃについては、５０％を超過した理由を書面で提出させたが、介護予防福祉用具貸与以外のサービス種類で、集中率が７０％を超える項目があった場合、Ｃをつけた。

例えば、７０％を超えていても正当な理由と認められるのではないか、という考え方や５０％を超過しないのは当然だから、Ａ評価はどうか、という意見も考えられるが、現状においては、このように評価した。

（議　長）

周辺に必要なサービス資源がないという事情もあるのかもしれない。しかし、センターが、自身の設置法人が運営しているサービス事業所に繋げたり、誘引しているような感じがしなくもないので、単に評価の結果を残すだけではなく、今後の個別訪問指導をきちんとしてもらいたい。
この評価表については、自分のセンターと全体の平均が分かるように、また、センターが弱点を克服できるようにフィードバックしてもらいたい。

（委　員）
平均値というのは、ＡＢＣがいくつありましたという数字を表示するということか。
（議　長）
この表そのものをフィードバックせず、他のセンターと比較するのではなく、ここが弱いという指導の材料として使わせていただきたいと考えている。
高齢者人口が多いところは、呼ばれて出向いていくチャンスとか件数、回数も自然と増えていくが、高齢者人口が少ないところは、呼ばれる回数も出ていく回数も全体的に実績的にあげにくくなる。圏域内高齢者人口に差もあるので、件数、内容について、色々センターから意見が出てくると思われる。

（事務局）
高齢者人口に差はあるが、活動内容的に大きな差異はないと認識している。
（議　長）
この評価は実態を正確に反映できていないであるとか、気づかれた点があれば、発言いただきたい。
（委　員）
成年後見制度については、実績でＢ・Ｃの評価をしているのか。また、どの程度の件数という実績把握をしているのか。
（事務局）
だいたい圏内において１ないし２件の対応を把握している。
（議　長）
１件でもあればＢになっているのか。

（事務局）

はい。

（議　長）

２件、３件、４件というセンターもあるのか。

（事務局）

ない。申立まで動いているというのが１件か２件である。

（議　長）

５件以上でＡという、良い基準を設定するところまではいかないということか。
（委　員）
評価項目について、２４時間相談、日中の相談、夜間の相談が何件あるのか分かればいいと思う。２４時間体制の評価基準が全センター「YES」になっていて、緊急対応がなされるということであれば、Ｂランクになるとは思う。しかし、実際、夕方６時以降に電話をすると、センターの営業時間外で母体施設や携帯電話での対応となるみたいだが、上手く連携できていないセンターが多いのではと感じている。

（事務局）
２４時間対応について、詳細な対応までは定義していない。携帯電話への転送、あるいは休日夜間は設置法人として電話対応等することで、一応、２４時間体制が取れていると判断し、Ｂをつけた。設置法人との連携については、再度検討する。

（議　長）
時間外対応件数まで報告させると事務負担が大変なのは理解できるが、いくつか指摘のあった項目については、事務局で再検討していただきたい。では、平成２０年度センター評価は、事務局案どおりで確定させていいでしょうか。

（各委員）

　異論なし。

（議　長）

では、平成２０年度のセンター評価は事務局案のとおりとします。
各センターへ評価を配布する中で、センターから出る意見を十分踏まえ、平成２１年度以降のセンター評価基準に反映できるよう、事務局および運営協議会で検討をしていきたいと思う。また、フィードバックの仕方について、ＡＢＣのトータル数と自分のところの評価のみを公表するということでいいでしょうか。
（各委員）

　異論なし。

（議　長）

では、評価については、全体は示さないということにします。
なお、この評価案につきましては、この会議の場限りの資料ということにさせていただいて、会議終了時に回収させていただくので、委員のみなさんには、センター評価の内容については、非公開ということでご協力お願いしたい。
では、平成２１年度のセンター事業計画について、事務局からご説明をお願いしたい。
（事務局）
平成２１年度センター事業計画につきましては、
１　高齢者が住み慣れた地域で自立した生活を送り、社会参加ができるように、介護予防の普及啓発を図り、介護予防事業への参加の増加に努める。

２　地域包括ケアの実現のため、地域の住民・関係機関との連携を図り、地域包括支援ネットワーク（小地域ケア会議）の構築に取り組む

３　高齢者支援センターが地域に根ざした活動を展開するために、高齢者支援センターの活動・役割が周知できるよう啓発活動を積極的に実施する。

４　高齢者の現状・ニーズを把握するため、高齢者実態把握に努める。

５　高齢者支援センター・サブセンター職員の知識・技術の向上と職員間の連携を図るため、地区別・職種別職員連絡会で、研修・情報交換を実施する。

以上５つを重点的に挙げている。

また、高齢者支援センター運営委託料は、昨年５月の平成２０年度第１回倉敷市地域包括支援センター運営協議会において、委託内容の見直しを承認いただき、昨年度途中の７月１日に変更契約を締結したが、本年度は、その内容を引き継ぎ、４月１日付けで契約締結している。平成２１年度委託料の上限額は、平成２０年度に比べて、約１、０３０万円の増加となっている。
（議　長）
平成２１年度の事業計画、委託料の説明に関して、委員の皆さん、何かご質問ご意見等があれば、お願いします。
（委　員）
人件費について、介護報酬が上がっていることですし、今年度１、０３０万円増加というのは、そういうことを盛り込んだ人件費でということか。
介護保険事業もなかなか大変で、国の基本方針として、介護現場の方の生活を守る、あるいは意識を高めるために、もっともっと拡充していく必要があるのではないかと思う。もっと国の補助を当然増やすべきなので、その辺のところはどう考えているか。
（事務局）
平成２０年度は前年度から委託料の総額を約５、０００万円増大して、３億５千万円とした。平成２１年度予算としては、平成２０年度と同額をつけている。
（議　長）
平成１９年度から平成２０年度にかけては活動実績が増しているが、平成２１年度も同じように実績を増やせるのか。実績が増えていくということは、職員の負担も増えるということだが、実績的には限界値があると思うし、どこかで頭打ちになるのではないか。各センターへの巡回訪問指導はどのような感じで実施しているのか。
（事務局）
昨年は各センター２回実施した。年１回は必ず実施している。気になるセンターについては、指摘した項目が改善されているか、確認に入っている。
（議　長）
今年は、巡回訪問前に評価結果を事前に送付し、センター側のご意見を聞くように。

それでは、議題１・２・３全体を通じて質問・意見等何かありますか。
（委　員）
倉敷市は、２５箇所の地域包括支援センター全てを民間委託で運営するという方針をとって開始したが、全国的には３５％ぐらいが直営だと思う。そして、昨年度の途中で人件費等の見直しなどを実施しているが、２５センター全てに市の地域包括総合支援センターが関与するという方針が、今後もこういう形でいいのかどうか、という検証が必要なのではないかという感じがある。例えば、支所ごとに、統括的に関与していくことが必要なのではないか。

厚生労働省から地域包括ケア研究報告書というのがネットで発信されていたのを読んだが、特に地域包括センターの機能強化という部分で、責任主体である市町村が地域包括支援センターに対する積極的な運営支援に進むべきではないかということも踏まえると、やはり２５も設置法人があると、色んな考え方があると思う。

地域包括総合支援センターが全部一手に指導するというのは限界があるのではという気がする。
（議　長）
全国的には、行政が直営で地域包括支援センターを運営しているところや、岡山市のように基幹的なセンターとサブセンターとしての法人委託の部分があったり、また倉敷市のような完全法人委託型であったりと多様である。

センター運営のあり方、１番効果の上がる運営のあり方がどうなのかというのは、今後研究していく必要があると思う。他市町村との比較とか、さきほどの評価基準も参考にしながら、こういう方式でこれからもいっていいだろうかと、政治的な決断というか、行政側の判断というのが、最終的には求められると思う。
（事務局）
倉敷市は２５のセンターがあるが、平成１８年に設置し、高齢福祉課が所管していたが、平成１９年から介護保険課に所管が移り、地域包括総合支援センターと連携をとりながら、センターの指導等を実施している。また、委託契約変更の説明会等では、高齢者支援センター設置法人から意見をいただいている。
（議　長）
先ほどのようなご指摘は、今後、この運営協議会の場で活発に議論していく必要があると思うし、そのための運営協議会だと思う。市民の声、利用者の声、関係者の声を倉敷市の地域包括支援センターの運営に反映させるため、次回以降も運営のあり方やシステムまで含め、ご意見があればお持ちよりいただければと思います。それでは予定していた議事は全て終了したので、マイクを事務局にお返しする。
１０　閉　会

